
本稿では、近年注目を集めている養殖ビジネスについて、現状及び展望を考察する。

世界で養殖業比率が上昇

・近年、漁業と養殖業を合わせた生産量における養殖業比率が世界的に上昇している。水産庁によると、世界の漁業と養殖業を合わせた生
産量における養殖業比率は1960～1970年の4～5％程度から上昇を続け、2013年には51％を占め、初めて漁業を上回った。漁獲量に
ついても、漁業が1980年代後半以降横ばい傾向となっている一方、養殖業の収穫量は急激に伸びている。（図表1）

・養殖業の収穫量（2023年）を国別にみると、中国の収穫量が突出している。中国は7,828万tで世界全体の約6割を占めており、世界の
養殖生産をけん引している。魚種別にみると、主に中国で生産されているコイ・フナが最も多く、インドや東南アジアなどでは輸出用と
してエビなどの生産が近年拡大している。（図表2・3）

・世界的に養殖業生産が拡大している中、日本の漁業および養殖業の生産量は1984年をピークに減少している。（図表4）

（図表1）世界の漁業・養殖業生産量 
および養殖業比率の推移
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（図表2）世界の養殖業の国別収穫量（2023年）
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（図表4）日本国内の漁業・養殖業
生産量の推移
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（図表3）世界の養殖業のおもな魚種別収穫量（2023年）

※魚種はFAOのデータをもとに生産量の多い順に左から記載（藻類除く）
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（出所）水産庁『令和6年度 水産白書』、FAO『Fishstat（Global capture production）』、農林水産省『漁業・養殖業生産統計』

天然漁業の現状

・国連食糧農業機関（FAO）によると、持続可能な水準で漁獲されている世界の海洋水産資源の割合は、1974年には90％だったが、
2019年にはその割合が64.6％まで低下した。一方で、持続不可能な水準で漁獲されている世界の海洋水産資源の割合は1974年の10％
から2019年には35.4％へ増加した。（図表5）

・日本の漁業生産量は1980年代半ばをピークに減少が続き、近年はピーク時の4分の1程度の水準となっている。（図表6）
・天然漁業の生産量の減少には、過剰漁獲に加えて、海水温上昇や海流変化など気候変動も影響を及ぼしている。水産庁によると、日本近

海の海面水温の上昇の影響で、サンマやスルメイカの分布域の変化、サケの回帰率の低下等により、日本の水産業において主要魚種の漁
獲量は安定せず、減少傾向にある。（図表7、8）

・漁獲量をより安定化するため、日本の水産業では先端技術を活用した次世代型養殖への期待が高まっている。

（図表5）世界の海洋漁業資源割合
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（図表6）日本の海面漁業における 
漁獲量の推移
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・1984年の1159.2万tをピークに減少が続き、近年はピーク時
の4分の1程度の水準となっている。（2024年は287.7万t）
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（図表8）日本の漁業におけるサンマ・ 
スルメイカ・サケの漁獲量の推移
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（図表7）日本近海における海域平均海面水温（年平均）の上昇率

・平年値は1991年～2020年の30年間の平均値
・日本近海における2025年までの海域平均海面水温
（年平均）の上昇率は、100年あたり＋1.36℃の割合
となっている。
・この上昇率は、世界全体で平均した海面水温の上昇
率（100年あたり＋0.63℃）よりも大きく、日本の気
温の上昇率（100年あたり＋1.44℃）と同程度の値。
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（出所）�FAO『The status of fishery resources』、水産庁『令和6年度　水産白書 海洋環境の変化による水産資源および水産業への影響」、農林水産省『海面漁業生産統計調査』、
気象庁『海面水温の長期変化傾向（日本近海）』

コラム　経済トレンド� 148

大臣官房総合政策課　伊藤  宏哉／古川  晃久

養殖ビジネス 
～日本の新たな成長戦略となるか

	 48 ファイナンス　2026 Oct.

連
載
経
済
ト
レ
ン
ド

13_P48-49_Keizaitrend_03.indd   4813_P48-49_Keizaitrend_03.indd   48 2026/10/07   9:57:462026/10/07   9:57:46



技術革新が支える次世代水産業

・水産業では、水処理、浄化技術、種苗生産、ゲノム育種、AI・IoTを活用した飼育管理などの技術革新が進展しており、生産性向上や安定
供給を支える重要な基盤となっている。（図表9）

・中でも、陸上養殖は、これらの技術を集約したフードテック分野の代表例として注目されており、日本の成長戦略や官民ロードマップに
おいても重点領域に位置づけられている。（図表10）

・一方で、種苗・飼料の安定確保や専門人材の不足、事業化までの長い投資回収期間などの課題も残されており、さらなる技術開発と事業
環境の整備が求められている。（図表11、12）

（図表9）水産業を支える主な革新技術
①生産基盤技術
・水処理・浄化技術
・陸上養殖（RAS）
・自動給餌システム
・生物濾過技術
・水温制御技術

②種苗・育種技術
・人工種苗生産
・完全養殖
・ゲノム育種
・染色体操作技術
・疾病耐性品種開発
・高成長系統開発

③飼料技術
・昆虫由来タンパク　・藻類発酵由来飼料
・微生物タンパク　　・植物性タンパク飼料

⑤加工・流通技術
・鮮度保持技術　　　・高品質冷凍技術
・コールドチェーン　・トレーサビリティ

④AI・デジタル技術
・AIによる育成予測 ・AI給餌最適化
・IoT水質センサー ・水中カメラ解析
・ビッグデータ解析 ・データプラットフォーム
・人工衛星データの活用

（図表10）陸上養殖の方法比較
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（図表11）養殖用飼料の原料構成と輸入割合
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（図表12）陸上養殖の事業者別生産規模
（2021）

・2021年とデータは古
いが、陸上養殖業にお
ける事業者の約60％
が生産量10トン未満
の小規模事業者となっ
ており、投資体力や研
究開発能力が制限され
るという課題がある。
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（出所）�内閣官房『戦略17分野における「主要な製品・技術等」の官民ロードマップ（案）』（2026年6月）、水産研究・教育機構『陸上養殖の現状と課題～サーモン陸上養殖
を実証事例として～』（2018年8月）、農林水産省『養殖用飼料の安全性確保及び水産用医薬品の適正使用について』（2024年2月）、水産庁『令和4年度陸上養殖実態
調査委託事業の結果概要』

今後の展望：日本の勝ち筋は技術にあり

・世界的な食料需要の拡大が見込まれるなか、気候変動にも耐えうる供給網を見据え、水産業では生産技術も競争軸となりつつある。日本
は、水処理・浄化技術や最先端ゲノム関連技術による育種など様々な強みを有する。これら技術を組み合わせ、陸上養殖システムとして
パッケージ化することで、食料安全保障の強化も志向できる。また、日本食や加工技術における強みも組み合わせることで、陸上養殖で
得た水産物を商品として販売し、海外市場の獲得も期待できよう。（図表13、14、15）

・また、安定した生産を実現するためには、生産技術の向上だけでなく、需要に応じた品目や利用形態の情報を能動的に入手し、生産・加
工・流通・販売の各段階が密に連携したバリューチェーンの構築が必要であろう。（図表16）

（図表13）世界の水産物需要量（食用）
の推移・将来予測
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（図表15）基本的な方向性

水処理・浄化技術を活かした大
規模な陸上養殖を多様な魚種に
応じて展開

最先端ゲノム関連技術や代替タ
ンパク等を活用した生産性の高
い種苗や飼料の内製化

陸上養殖システムの 
国内展開

・水産物の安定供給 
（食料安全保障への貢献）

陸上養殖システムの 
海外展開

・海外マーケットが求める 
水産物市場の獲得 

・日本産の種苗や飼料、 
安定生産技術の 

販売・ライセンスからの 
収入

（図表14）陸上養殖システム（生産物込）
世界市場規模予測
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（図表16）安定供給を実現しやすい養殖業の姿
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（出所）�内閣官房『戦略17分野における「主要な製品・技術等」の官民ロードマップ（案）』（2026年6月）、水産庁『養殖業成長産業化の推進』（2026年6月）、水産庁『養殖
産業成長産業化総合戦略について』（2021年7月）

 （注）文中、意見に関る部分は全て筆者の私見である。
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